
　
平
成
14
年
度
の
予
算
は
、
地
方
交
付

税
や
国
庫
支
出
金
が
減
額
さ
れ
る
な
ど

厳
し
い
状
況
の
中
で
、
よ
り
効
率
的
な

行
政
の
確
立
と
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
一
層

の
向
上
に
努
め
る
こ
と
を
基
本
に
、
都

市
モ
ノ
レ
ー
ル
や
公
営
住
宅
建
設
等
の

生
活
基
盤
整
備
・
少
子
高
齢
社
会
に
対

応
し
た
地
域
福
祉
施
策
、
ご
み
の
減
量

化
や
廃
棄
物
を
資
源
と
し
て
活
用
す
る

等
の
環
境
施
策
等
を
中
心
に
推
進
し
ま

し
た
。
　

　
そ
の
結
果
と
し
て
平
成
14
年
度
決
算

は
、
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
合
計
で

歳
入
が
1
7
9
6
億
5
3
2
7
万
２
千

円
で
、
歳
出
が
1
7
6
3
億
9
9
2
万

８
千
円
と
な
り
、
歳
入
歳
出
と
も
前
年

度
よ
り
減
額
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
そ

の
要
因
と
し
て
は
、
こ
れ
ま
で
那
覇
市

が
管
理
し
て
き
た
「
那
覇
港
」
に
つ
い

て
、
平
成
14
年
度
か
ら
県
、
浦
添
市
、

本
市
で
構
成
す
る
那
覇
港
管
理
組
合
（
一

部
事
務
組
合
）
へ
移
管
さ
れ
た
こ
と
が

あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
歳
入
総
額
か
ら
歳
出
総
額
を

差
し
引
き
、
さ
ら
に
事
業
の
繰
り
越
し

に
伴
い
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源

を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額
（
純
剰
余

金
）
は
、
2
1
億
6
9
1
8
万
２
千
円

で
、
前
年
度
と
比
べ
６
億
7
5
2
2
万

７
千
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

老
人
保
険
事
業
特
別
会
計
の
歳
出
が
歳

入
を
う
わ
ま
わ
っ
た
こ
と
が
主
な
要
因

で
す
。

　
経
常
収
支
比
率
は
、
88
・
3
％
と
な

り
、
前
年
度
に
比
べ
て
1.6
ポ
イ
ン
ト
高

く
な
っ
て
お
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
退
職

者
の
増
に
よ
る
人
件
費
の
増
、
那
覇
港

管
理
組
合
へ
の
負
担
金
の
増
な
ど
に
よ

る
も
の
で
す
。

　
ま
た
、
公
債
費
比
率
は
17
・
7
％
と

な
り
、
前
年
度
に
比
べ
て
0.2
ポ
イ
ン
ト

低
く
な
っ
て
お
り
ま
す
が
、
そ
の
改
善

に
向
け
て
さ
ら
な
る
財
政
の
健
全
化
を

推
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

※ 

経
常
収
支
比
率
・
・
・
・
財
政
の

健
全
性
を
示
す
指
標
の
一
つ
で
、
市
税

等
の
経
常
的
な
収
入
が
人
件
費
や
扶
助

費
等
の
経
常
的
な
支
出
に
ど
れ
だ
け
充

て
ら
れ
て
い
る
か
の
割
合
を
示
し
、
比

率
が
低
い
ほ
ど
良
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

※ 

公
債
費
比
率
・
・
・
・
借
り
入
れ

た
地
方
債
の
毎
年
度
の
元
利
償
還
額
が

一
般
財
源
に
占
め
る
割
合
で
、
比
率
が

低
い
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て
お
り

ま
す
。

　
平
成
14
年
度
は
新
規
事
業
と
し
て
、

情
報
通
信
関
連
企
業
の
ニ
ー
ズ
に
対
応

し
た
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
ト
施
設
整
備
事
業
、

精
神
障
害
者
の
社
会
復
帰
及
び
自
立
の

促
進
を
図
る
た
め
の
地
域
生
活
支
援
事

業
、
資
源
循
環
型
社
会
の
実
現
を
め
ざ

し
た
環
境
保
全
の
国
際
的
認
証
で
あ
る

Ｉ
Ｓ
Ｏ
１
４
０
０
１
取
得
事
業
・
ご
み

有
料
化
事
業
等
を
立
ち
上
げ
ま
し
た
。

 

継
続
事
業
と
し
て
は
、
母
子
生
活
支

援
施
設
建
設
事
業
、
Ｎ
Ａ
Ｈ
Ａ
ぶ
ん
か

テ
ン
ブ
ス
整
備
事
業
、
繁
多
川
公
営
住

宅
建
設
事
業
、
平
成
15
年
度
の
モ
ノ
レ

ー
ル
開
通
に
合
わ
せ
早
急
に
整
備
を
進

め
て
い
る
石
嶺
線
街
路
事
業
等
が
あ
り

ま
す
。
ま
た
、
新
都
心
公
営
住
宅
建
設

事
業
や
宇
栄
原
小
学
校
建
設
事
業
、
パ

レ
ッ
ト
く
も
じ
前
公
衆
便
所
建
設
事
業

は
平
成
14
年
度
に
完
成
し
ま
し
た
。

市民が快適に住めるまちづくりのために
平成14年度・那覇市の財政 ●この決算は今後、議会の認定に付されます。

財政課　1862-9938

生
活
・
福
祉
・
環
境
を
中
心
に
推
進

主
な
事
業

市民一人当たり
行政経費
議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防費
教育費
公債費
市民一人当たり
市税負担額

民生費

土木費

公債費

教育費

総務費

衛生費

消防費

商工費

議会費

農林水産業費

労働費

諸支出金

歳出総額

（千円）

33,276,613�

20,681,389�

11,844,796�

11,832,721�

11,670,512�

6,755,748�

2,728,720

2,038,705�

752,426�

137,774�

28,979�

30,000

101,778,383

区　　　分 金額（円）
330,869

2,447�
37,951�
108,210�
21,969�
94�
448�
6,630�
67,252�
8,873�
38,478�
38,517�

�
106,831

一　般　会　計　（１）
特　別　会　計　（２）
土地区画整理事業
下水道事業
国民健康保険事業
老人保健事業
市街地再開発事業
介護保険事業
合　計（１）＋（２）
対前年度増減額

会計別
区分 歳入決算額

特
別
会
計
内
訳

103,753,991�
75,899,281�
3,549,364�
6,481,783�
27,660,415�
22,906,774�
36,072�

15,264,873�
179,653,272�
-4,368,862

101,778,383
74,531,545
3,227,134�
6,161,239�
27,146,285�
23,055,912�
35,273�

14,905,702�
176,309,928�
-4,029,985

1,124,303�
1,044,879�
37,956�
281,961�
514,130�
-149,138�

799�
359,171�
2,169,182�
-675,227

1.一般会計及び特別会計決算総括表

2.一般会計歳入及び歳出

3.市の財産（企業会計を含む）

4.市債残高（企業会計を含む）

5.市民一人当たり行政経費及び
　市税負担額（一般会計）

市民一人当たり
納めたお金106,831円

e基金
（特定の目的の
　ための資金の
　積立など）
　22,298,238千円

r有価証券（株券）
　3,609,352千円

w建物
　（学校、図書館など）
　962,654G

歳出決算額 実質収支額
（純剰余金）

（千円）

市債残高 このような所から金を借りています。

歳入 このようなお金が入りました。

歳出 このような目的で使いました。

財政融資資金
70,769,490千円

48.4％

民間資金その他
17,337,076千円

11.9％

公営企業金融公庫
13,359,586千円

9.1％

共済組合等
1,646,593千円

1.1％

郵便貯金資金
220,593千円
0.2％

その他
1,256,086千円

0.9％

特定資金
1,394,000千円

1.0％

簡易生命保険資金
40,095,989千円

27.4％

合　　計
146,079,413千円
市債残高

市民一人当たり
使われたお金330,869円

市税

国庫支出金

地方交付税

市債

県支出金

使用料及び手数料

繰入金

諸収入

繰越金

分担金及び負担金

地方譲与税

その他

歳入総額

（千円）

32,852,592�

21,969,213�

15,850,528�

12,374,400�

4,642,162�

2,947,702�

2,834,895�

2,054,274�

1,797,275�

1,114,981�

840,549�

4,475,420

103,753,991

合計
103,753,991
単位：千円

市税
31.7％

市債
11.9％

その他4.3％

地方譲与税0.8％

分担金及び負担金1.1％

繰越金1.7％

県支出金
4.5％

国庫支出金
21.2％

地方交付税
15.3％

使用料及び
手数料2.9％

繰入金2.7％

諸収入1.9％

合計
101,778,383
単位：千円

民生費
32.7％

土木費
20.3％

公債費
11.6％

教育費
11.6％

総務費
11.5％

衛生費6.7％

消防費2.7％

商工費2.0％

議会費0.8％

農林水産業費0.1％

労働費0.0％

諸支出金0.0％

q土地
　（道路、公園など）
　2,735,760G

納
税
通
知
書

国民年金課の窓口は昼食時間（12時～1時）も受付しています。（国民年金課1861-6901）

都市モノレールの建設など市民の生活基盤の整備がすすめられました


